
東京都環境局の中小テナント支援策について
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東京都環境局令和2年2月27日テナントビルの低炭素化・省エネ化に向けた普及促進セミナー

東京都環境局 地球環境エネルギー部

地域エネルギー課



ゼロエミッション東京戦略（2019年12月公表）
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■世界の大都市の責務として『1.5℃』を追求し、
2050年にCO2排出実質ゼロに貢献する
「ゼロエミッション東京」を実現することを宣言（2019年５月）

■実現に向けビジョンと具体的取組、ロードマップをまとめた
「ゼロエミッション東京戦略」を策定（2019年12月）

「気候危機行動宣言」

気候危機を強く認識し、
実効性のある対策を講じるととも
に、全ての都民に共感と協働を呼
び掛け、共に行動を進めていく



ゼロエミッション東京戦略（2019年12月公表）
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■緩和策と適応策の総合的展開
■資源循環分野を本格的に気候変動対策に位置づけ、
都外でのCO2排出削減にも貢献

■あらゆる分野の取組を強化

エネルギー

インフラ

資源循環

適応

●再生可能エネルギーの基幹エネルギー化
●水素エネルギーの普及拡大

●ゼロエミッションビル・住宅の拡大
●ゼロエミッションビークルの普及促進

●３Rの推進 ●プラスチック対策
●食品ロス対策 ●フロン対策

●適応策の強化



ゼロエミッション東京戦略（2019年12月公表）

4

2050年の
目指すべき姿

2030年に向けた
主要目標

2030年目標
＋アクション

■使用エネル
ギーが100％脱
炭素化

■都有施設使用電力
再エネ100％化

■太陽光発電設備導入量
130万kW

■再エネ電力利用割合
30%

■エネルギー消費量
38%削減(2000年比)

■都内産卒FIT電力を都有施設で活用す
る「とちょう電力プラン」の推進

■家庭等での再エネ電気のグループ購
入を推進するビジネスモデルの構築

■太陽光パネルや蓄電池への導入補助
等により、自家消費を推進

■企業・行政の調達規模を活用した新
規設備導入にも繋がる電力契約構築

施策１：再生可能エネルギーの基幹エネルギー化

■2050年に向け、今後10年間の取組が極めて重要
■2030年目標を上回る取組の進化・加速
■本戦略は東京の脱炭素化の出発点⇒今後も目標や施策を更新



都の部門別ＣＯ２排出量
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業務・産業
部門

約51%

家庭部門
約29%

運輸部門
約17%

大規模事業所の
総量削減義務と排出量取引制度
（キャップ＆トレード）

家庭の節電・省エネ
●家庭の省エネアドバイザー制度
●環境学習の推進

約5,851万㌧

都ＣＯ２排出量（部門別）

中小規模事業所の省エネ促進

●地球温暖化対策報告書制度（約３万４千事業所）
●無料省エネ診断、各種助成金制度

環境都市づくり制度の
導入・強化

自動車部門のＣＯ２削減
●自動車環境管理計画書制度

大規模事業所
約4割
（約1300事業所）

中小規模
事業所
約6割
（約66万事業所）

再生可能エネルギーの
導入促進

その他約3%

※都における最終エネルギー消費及び温室効果ガス排出量総合調査（2017年度速報値）



中小テナントビル対策

事業所数及びCO2排出量割合
（2018年度報告書制度の実績データより推計）

地球温暖化対策報告書制度においては、

事業所数の約2割が「事務所」、約5割が「商業施設」

 CO2排出量の約3割が「事務所」、約4割が「商業施設」

事務所及び商業施設の過半数がテナントに関連したものと類推

中小テナントビル対策が重要
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省エネ改修効果診断ツール

建 物 名

事 業 者 名

住 所

建 物 用 途

竣 工 年 月

延 床 面 積 ㎡

階 数 100%

～ 2016年11月

399.3

24

8,050

24

687,686

27

  補正後の平均原単位（平均値） kg-CO2/㎡

  省エネ改修後のCO2排出原単位 kg-CO2/㎡

18 ％

○○ビル

××株式会社

1986年5月

2016年11月

3,100

地上4階   地下1階

工事予定

渋谷区△△

超高効率形空調機 LED照明(調光あり)

100%導入範囲 導入範囲

128.8

  省エネ改修後のCO2排出原単位削減率(平均値比)

事務所    商業施設（飲食）

電力 943,400 ▲ 255,714

[kWh/年]

照明の省エネ制御の導入

524.4 ▲ 125.0

%削減

%削減

10,546

157.4

%削減

テナントビル（オフィス系、中規模）

高効率照明器具の導入

高効率パッケージ形空調機の導入

▲ 2,496

ベンチマーク評価

改修前

（実績値）

改修後

（推計値）

省エネ性能

省エネ改修概要

削減効果※

省エネ改修項目

一次

ｴﾈﾙｷﾞｰ

建物概要

ベンチマーク区分

[GJ/年]

省エネ改修効果診断書

CO2

[t-CO2/年]

改修前

（実績値）

削減量

（推計値）

改修後

（推計値）
－ ＝

※改修前の数値は、エネルギー使用量の実績値、削

減量は、改修前後の設備性能（容量、台数、稼働時
間など）を基に計算しています。改修後は、改修前

（実績値）から削減量（推計値）を差し引いて計算

しています。

A4

A3

A2

A1

B1

B2

C

A3＋

A3  

A3－

A2＋

A2  

A2－

A1＋

A1  

A1－

B2＋

B2  

B2－

高

省

エ

ネ

レ

ベ

ル

低

平均値

TOKYO METROPOLITAN GOVERNMENT          

  A2-

  B2

ver.1.0

④

②

① ③

例

省エネレベル向上

改修後予測値

・エネルギー使用量や設備情報を入力するだけで、
設備改修の省エネ効果を簡単にシミュレーション可能

・東京都環境局HPよりダウンロードできる

①建物概要
建物名、外観写真など

②ベンチマーク評価
設備改修前後のベンチマーク

③省エネ性能
空調及び照明の改修後の
省エネ性能（☆３段階）

④削減効果
削減される電力量やCO2排出量等

＜主な表示内容＞
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省エネ改修効果診断ツール

STEP１
下記URLよりツールをダウンロード

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climat
e/businesses/enquete2013/index.html

ツールは「Microsoft Excel」ファイルで構成

STEP２
データの入力
①基本情報（建物概要など）
②床面積（用途ごとの床面積）
③エネルギー使用量（電気、ガスなど）

④テナント入居率
⑤改修前後の設備情報

エネルギー使用量（電気） No.3

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計

1 2015 88,637 96,732 99,019 111,924 109,874 98,414 96,132 73,404 97,963 87,830 86,957 93,826 1,140,712 557.8

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

CO2排出量
[t-CO2/年]

年度
エネルギー使用量（電気）　[kWh]

No メーター名称 除外対象

東電取引メーター

ベンチマーク区分の床面積 No.2

1 2～5F　事務室 オフィス (テナント専有部) 5,000.00 5,984 81.3

2 1F　○○○ストア 物販店 (コンビ二) 200.00 239 585.4

3 1F　○○○食堂 飲食店 (食堂・レストラン) 800.00 957 596.6

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

ベンチマーク区分以外の床面積及び平均原単位

1 B1F 200 200 25.0

2 データセンター 380.0

3 １F　○○○スクール 100 120 25.0

4

5

6

7

8

9

10

ダンススクール

No 名称 室用途
床面積

[㎡]

床面積

（共用部含む）

[㎡]

駐車場

平均原単位

[kg-CO2/㎡]

平均原単位

[kg-CO2/㎡・年]

No 名称 ベンチマーク区分名
床面積

[㎡]

床面積

（共用部含む）

[㎡]

使用方法は次の２ステップのみ！

建 物 名

事 業 者 名

住 所

建 物 用 途

竣 工 年 月

延 床 面 積 ㎡

階 数 100%

～ 2016年11月

399.3

24

8,050

24

687,686

27

  補正後の平均原単位（平均値） kg-CO2/㎡

  省エネ改修後のCO2排出原単位 kg-CO2/㎡

18 ％

○○ビル

××株式会社

1986年5月

2016年11月

3,100

地上4階   地下1階

工事予定

渋谷区△△

超高効率形空調機 LED照明(調光あり)

100%導入範囲 導入範囲

128.8

  省エネ改修後のCO2排出原単位削減率(平均値比)

事務所    商業施設（飲食）

電力 943,400 ▲ 255,714

[kWh/年]

照明の省エネ制御の導入

524.4 ▲ 125.0

%削減

%削減

10,546

157.4

%削減

テナントビル（オフィス系、中規模）

高効率照明器具の導入

高効率パッケージ形空調機の導入

▲ 2,496

ベンチマーク評価

改修前

（実績値）

改修後

（推計値）

省エネ性能

省エネ改修概要

削減効果※

省エネ改修項目

一次

ｴﾈﾙｷﾞｰ

建物概要

ベンチマーク区分

[GJ/年]

省エネ改修効果診断書

CO2

[t-CO2/年]

改修前

（実績値）

削減量

（推計値）

改修後

（推計値）
－ ＝

※改修前の数値は、エネルギー使用量の実績値、削

減量は、改修前後の設備性能（容量、台数、稼働時
間など）を基に計算しています。改修後は、改修前

（実績値）から削減量（推計値）を差し引いて計算

しています。

A4

A3

A2

A1

B1

B2

C

A3＋

A3  

A3－

A2＋

A2  

A2－

A1＋

A1  

A1－

B2＋

B2  

B2－

高

省

エ

ネ

レ

ベ

ル

低

平均値

TOKYO METROPOLITAN GOVERNMENT          

  A2-

  B2

ver.1.0

・入力内容に基づき自動で作成
・印刷して掲示するなどの使用

省エネ改修効果診断書

https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/climate/businesses/enquete2013/index.html


○チューニング対策簡易診断ツール
容易に実施可能なチューニング対策
を発見し、削減効果（コスト）を算出

エネルギー最適化プロジェクト

9

○リーフレット「設備の最適化のススメ」
チューニング対策の取組手順や削減メ
リットを整理した事例、更新時のダウン
サイジングのメリット等を紹介

■ ■

■ 事業所概要 ■　省エネ対策の実施状況

■　省エネ対策（全70項目）実施による削減効果の推計

%

■　対策種別　削減効果の推計と対策の実施状況

① 一般管理（10項目） ☆省エネ余地の大きな対策の例

% 削減可能

② 空調（共通）（10項目） ☆省エネ余地の大きな対策の例

% 削減可能

③ 空調（個別・セントラル） （15項目） ☆省エネ余地の大きな対策の例

% 削減可能

④ 換気（10項目） ☆省エネ余地の大きな対策の例

% 削減可能

⑤ 照明（10項目） ☆省エネ余地の大きな対策の例

% 削減可能

⑥ 給排水・衛生・給湯（5項目） ☆省エネ余地の大きな対策の例

% 削減可能

⑦ その他（10項目） ☆省エネ余地の大きな対策の例

% 削減可能

※ 本シートにおける削減効果（CO2排出量及びコスト）は推計値であり、その結果を保証するものではありません。

■ ■

CO2排出量

（t-CO2） 459 － 59 400=

13.8 3.0

6.0

☆省エネ対策の達成度

削減可能※
13

対策実施後※

☆省エネ対策の達成度

☆省エネ対策の達成度

2,200,000

☆省エネ対策の達成度

☆省エネ対策の達成度

☆省エネ対策の達成度

☆省エネ対策の達成度

☆省エネ対策の達成度

4.1

CO2削減可能量

（t-CO2）

CO2削減可能量

（t-CO2）

CO2削減可能量

（t-CO2）

CO2削減可能量

（t-CO2）

CO2削減可能量

（t-CO2）

13.7

1.1

20.3

0.5

4.4

0.1

0.9

3.0

0.2

削減効果：約　4.2　万円/年

削減効果：約　75　万円/年

削減効果：約　1.9　万円/年

削減効果：約　15.2　万円/年

削減効果：約220万円 / 年

削減効果：約　50.9　万円/年

削減効果：約　22.2　万円/年

削減効果：約　50.5　万円/年

1.3

【総　括】

事業所の名称：

事業所の用途：

CO2削減可能量

（t-CO2）

CO2削減可能量

（t-CO2）

Aビル

事務所

削減余地※対策実施前

※ 上記削減効果は推計値であり、その結果を保証するものではありません。

※ コスト削減推計には、2017年12月時点での税込価格を使用しています。

　　（電力：17.22円/kWh　都市ガス：106.48円/㎥　重油(A)：74.3円/L）

省エネポテンシャル

･事務用機器の終業後停止

･個人用端末の不用､離席時の停止

･不用な機器の電源ｵﾌ

etc.

･照度の適正化

･始業時間前の点灯範囲の制限

･ﾃﾞｽｸﾗｲﾄの活用

etc.

･CO2濃度管理による外気取入量の削

減

･給排気量ﾊﾞﾗﾝｽの適正化

･外気冷房の活用

･室内温度の適正化

･共用部の温度設定の緩和､停止

･出入口からの外気侵入防止

･空調起動､停止時間の適正化

･冷却水温度の適正化

･熱源機の運転時間の適正化

･ﾌｧﾝの風量の適正化

etc.

･給湯時間､範囲の制限

･手洗い､ｼｬﾜｰ用給湯温度の適正化

etc.

･省ｴﾈﾙｷﾞｰ対策推進体制の整備

･省ｴﾈﾙｷﾞｰ削減目標の設定

･省ｴﾈ対策取組状況の点検

･主要設備の使用状況の管理

1.一般管理

2.空調

（共通）

3.空調

(個別･ｾﾝﾄﾗﾙ)

4.換気5.照明

6.給排水・衛生・

給湯

7.その他

円の

コスト減



グリーンリース
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○グリーンリース実践の手引
＜グリーンリース実践の手引 表紙＞

○グリーンリースの実例や手順を分かりやすく解説した
「グリーンリース実践の手引」を公開しています。

○グリーンリースに取り組むことを検討されている方は、
本手引を参考にしてください。



地球温暖化対策報告書制度
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○都内全ての中小規模事業所の地球温暖化対策の推進

○地球温暖化対策報告書の作成に取り組むことを通じて、各事業所のCO2排出量を

把握し、また、地球温暖化対策を継続的に実施していただくこと

＜目的＞

＜概要＞

○2010年４月開始（環境確保条例で規定）

○原油換算エネルギー使用量が年間で1,500kL未満の事業所が対象

○提出区分は、『義務提出』と『任意提出』

○報告書記載内容は、前年度のCO2排出量、温暖化対策実施状況 など



地球温暖化対策報告書制度

12

CO2排出量や光熱費の削減が可能

カーボンレポート
テナントビルの省エネレベルの
見える化

低炭素ベンチマーク
事業所の用途に応じた
自己評価指標

ＰＲシート
事業所のCO2排出量や
省エネ対策への取組など
について表示する書面

省エネ促進税制
都が指定する導入推奨機器を取得した
際の事業税を減免

⇒掲示することで来訪者や自社
の社員へアピールできる

※現在募集中のものを記載。
グリーンリースの助成金等、過去にも様々
支援事業の申請条件に

①エネルギー使用量や温暖化対策の実施状況を把握

②温暖化対策への取組をアピールできる

③減税制度の申請が可能



地球温暖化対策報告書制度の改正について
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2020年度提出～

■地球温暖化対策の取組実績が優良な事業者を評価する仕組みを導入

①義務提出事業者及び任意提出事業者を対象に、毎年度、CO2排出量削減率等が一定水準
以上を達成した事業者を「地球温暖化対策の取組実績が優良な事業者」として評価し、公表

②再生可能エネルギー等の利用状況に関する報告を新設し、①で一定以上の評価を得た事業
者を対象に、その取組実績を評価し、公表

①について

 評価基準はCO2排出量削減率及び原単位改善率とし、直近５か年の平均値により算定

 原単位改善率が1.3％以上を達成した事業者を「地球温暖化対策の取組実績が優良な事業
者」として評価し、公表

 なかでも、「地球温暖化対策の取組実績が優良な事業者」のうち、CO2排出量削減率が1.3％
以上を達成した事業者には、ランクを付与

②について

 評価の対象とする事業所全体に対する再エネ利用事業所の率に応じて評価

（評価項目）

①再エネ設備の導入 ②再エネ電気の受入 ③証書による環境価値の利用



カーボンレポート制度
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３，６５８㎡ ４５．９kg-CO2/㎡ テナントビル１６７.９ｔ

ベンチマーク
レンジ

ＣＯ２排出原単位
（kg-CO2/㎡）の範囲

Ａ４ 43.0
Ａ３＋ ４３．０　－　４６．９
Ａ３ ４６．９　－　５０．８
Ａ３－ ５０．８　－　５４．７
Ａ２＋ ５４．７　－　５８．６
Ａ２　 ５８．６　－　６２．５
Ａ２－ ６２．５　－　６６．４
Ａ１＋ ６６．４　－　７０．３
Ａ１ ７０．３　－　７４．２
Ａ１－ ７４．２　－　７８．１
Ｂ２＋ ７８．１　－　８２．０
Ｂ２ ８２．０　－　８５．９
Ｂ２－ ８５．９　－　８９．８
Ｂ１ ８９．８　－　１１７．１
Ｃ 117.1

ベンチマーク区分

ベンチマークレンジ 等

低炭素ベンチマークを活用した
ビルの省エネ性能を示すツール

＝カーボンレポート

○中小規模のオフィスや店舗の多くは、テナントビルに入居

○省エネによる費用削減効果はテナントが享受するため、ビルオーナーは省エネ改修に消極的

○省エネ性能の高いビルがテナントから評価され入居先として選択されることが重要

ビルオーナーが、省エネレベル等をテナントに示す
仕組みの構築が必要



カーボンレポート制度
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省エネの
拡大

◆省エネレベルを示すカーボンレポートの活用方法

○ビルオーナー、仲介事業者等がテナントや入居希望者に対して提示

○立地条件などとともに、入居先の省エネ性能を「見える化」して比較

○より省エネ性能の高いテナントビルに入居者が集まり、市場で高評価

○稼働率の向上、賃料アップが可能となり、さらなる省エネ投資への意欲

入居者
電力料金等コスト削減

不動産仲介業者
契約交渉時等に
省エネ性能をアピール

ビルオーナー
稼動率の向上などメリット

３，６５８㎡ ４５．９kg-CO2/㎡ テナントビル

１６７.９ｔ

ベンチマーク
レンジ

ＣＯ２排出原単位
（kg-CO2/㎡）の範囲

Ａ４ 43.0
Ａ３＋ ４３．０　－　４６．９
Ａ３ ４６．９　－　５０．８
Ａ３－ ５０．８　－　５４．７
Ａ２＋ ５４．７　－　５８．６
Ａ２　 ５８．６　－　６２．５
Ａ２－ ６２．５　－　６６．４
Ａ１＋ ６６．４　－　７０．３
Ａ１ ７０．３　－　７４．２
Ａ１－ ７４．２　－　７８．１
Ｂ２＋ ７８．１　－　８２．０
Ｂ２ ８２．０　－　８５．９
Ｂ２－ ８５．９　－　８９．８
Ｂ１ ８９．８　－　１１７．１
Ｃ 117.1

カーボンレポートの
提示



ビジネス事業者登録・紹介制度
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地球温暖化対策の知見及び技術を有する事業者として、都に登録している
民間の会社を紹介

登録事業者数 76社（令和元年10月28日時点）

登録業種 省エネコンサル、ビル管理、設計・建設会社、メーカー等

①インターネットで検索

②ビジネス事業者の条件をチェック

③リスト化された一覧からビジネス事業者
を選択

制度概要

ビジネス事業者 検索

【チェック項目】



省エネルギー診断
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無料

【診断内容】

 経験豊富な省エネ診断士※１が、室内の明るさや室温を計測し、エネルギーの
無駄を見付け、具体的な省エネ対策を提案※２します。

（診断実施後、約１ヶ月で報告書を提出）

 現地での診断時間は、概ね60～90分程度です。

※1 省エネ診断士は、診断実績5年以上の

エネルギー管理士、建築設備士など

※2 LED照明、高効率空調機への改修メリット、

補助金活用等を提案します。



省エネ促進税制（東京都版環境減税）
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減税

減免対象 法人事業税・個人事業税

対象設備

省エネルギー設備及び再生可能エネルギー設備（減価償却
資産）で、環境局が導入推奨機器として指定したもの

空調設備・照明器具・小型ボイラー設備・
再生可能エネルギー設備

減免額
設備の取得価額（上限２千万円）の２分の１を、取得年度の法人事業税額または
取得年の所得に対して翌年度に課税される個人事業税額から減免
（ただし、減免を受ける年度の事業税額の２分の１を限度）

対象期間 （法人）平成22年3月31日から令和 3年 3月30日までの間に終了する事業年度
（個人）平成22年1月 1日から令和 2年12月31日までの間

制度概要

「地球温暖化対策報告書」等を提出した都内の中小規模事業所等において、
東京都環境局の指定する導入推奨機器を取得した場合に、事業税（法人事業税・
個人事業税）を減免



業種別省エネテキスト
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○平成30年度までに作成したテキストは全30業種作成

○業界団体の協力のもと、個々の業種の特徴に適した

省エネ対策を紹介

[テナントビル関係者] [エネルギー見える化設備]



省エネアニメのご紹介
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○初心者でも容易に取り組める省エネ対策等を短時間で理解できる
動画を作成

○東京都の公式動画チャンネル（YouTube）において全9種類
提供している。省エネ教育等に活用できる。

①省エネ推進体制 ②全熱交換器

③空調設備 ④照明設備

⑤電力自由化 ⑥オフィスでできる
身近な省エネ

⑦グリーンリース ⑧エネルギーの見え
る化

東京都 省エネアニメ 検索

NEW!!



各種施策の問合せ先
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制度 お問い合わせ先

地球温暖化対策報告書（作成方法等） クール・ネット東京 03－5990－5091

省エネ促進税制（導入推奨機器に関して） クール・ネット東京 03－5990－5091

省エネ促進税制（減免制度に関して）
東京都主税局
（法人事業税）03－5388－2963
（個人事業税）03－5388－2969

省エネルギー診断 クール・ネット東京 03－5990－5087

業種別テキスト及び映像コンテンツ クール・ネット東京 03－5990－5087

省エネルギー研修会への講師派遣 クール・ネット東京 03－5990－5087

ビジネス事業者登録・紹介制度 クール・ネット東京 03－5990－5087

省エネ改修効果診断ツール クール・ネット東京 03－5990－5088



Tokyo Climate Change Strategy

東京都環境局HP https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/

御清聴ありがとうございました。


